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ソーシャル・キャピタルとケイパビリティ 
—移行過程支援との関連で— 

 

宮 﨑 隆 志 
 

問題の所在 
 
 私たちの人生は移行の連続体である。諸個人は生きる過程で様々な出来事に直面しつつ、他者との

関係、自己との関係を組み替えていくが、その繰り返しによって、当事者の世界は変容（transform）

していく。変容の過程にはそれまでの世界の限界を超えるという契機が含まれており、質が変化する

その過程を移行（transition）ということができる。人生はしばしば旅に喩えられるが、異なる世界

に身を置き、新しい自己と出会うことが旅ならば、移行は旅と読み替えても良いであろう。 

 移行をこのように考えると、以下のような基本問題が浮かび上がる。第一は、どのような「旅」が

何故選ばれるのかという問題、つまり「旅」の動機に関わる問題である。第二は、「旅」は個人の自由

意志に基づいて選択されるにも関わらず、諸個人のライフコースが一定の傾向を伴いつつ分化する過

程でもあり、あるコーホートを設定すれば当該集団の分解過程とも言える。それでは分化や分解の傾

向を規定しているものは何か。 

 この問題を考える際には、移行過程における媒介項に着目することが有益であろう。「旅」の動機は、

一方では日常生活の中で形成されつつも（例えばストレスからの解放など）、他方では旅の手段や情報

という媒体に影響されて生成する。エンゲストロームは移行をコミュニティの境界横断として把握し

ているが、それに基づけば境界横断の媒介項が移行研究の重要な焦点をなすと言える。 

 そのような関心から見れば、ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）やケイパビリティ（潜在能

力）への注目の高まりは興味深い。それらは「経済資本」（個体主義的な論理に基づく）を独立変数と

する社会現象の説明図式の限界を強く意識し、主体の対応論理の多元性あるいは非経済要因の重要性

を主張しているからである。周知のように、前者は互酬性などの規範までをも問題にし、後者は人間

らしく生きる自由を理論構成の基軸に置いている。これにより主体の行為や活動の論理を構造的に把

握する可能性が高まるように見える。しかし、それらの概念は、経済政策や社会政策等の多様な文脈

に位置づけられ、その文脈に即した敷衍が試みられているのが現状である。したがって、理論的な収

斂は今後の課題であり、とりわけソーシャル・キャピタル論においてはその傾向が強い。小論は、移

行過程の媒介項としてそれらを位置づけようとする場合に、それらが有する意義と限界・課題を検討

するものであり、課題はその点に限定されている。とはいえ逆に、移行過程の媒介項という視点を設

定することによって、ソーシャル・キャピタル論およびケイパビリティ論を統一的に理解する可能性
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と意義も明らかになるように思われる。この点も小論の課題である。 

 

1. 移行過程におけるソーシャル・キャピタルの意義をめぐって 

 

（1）移行規定要因としてのソーシャル・キャピタルの格差 

 小論の課題を探究する上で、移行過程におけるソーシャル・キャピタルの意義に関する平塚眞樹の

整理は有益である1。平塚は、「キー・コンピテンシー」の学習は文脈依存性を特質とするため、「行為

を生み出す機会・環境の平等な提供」が重要になるとした上で、そこで社会関係資本（ソーシャル・

キャピタル）がもつ意義に着目している。すなわち、ソーシャル・キャピタルは「何らかの信頼に媒

介された関係性やコミュニケーションの場であることを通じて、人の行為を生みだす機会・環境とし

て作用する」のであるが、その際の要点は「信頼」にある。平塚によれば、信頼は「人が自らの意思

と行為で、自己・他者・社会に向かい、その世界に参加し、関係を取り結ぼうとする際の最も根底的

な基盤あるいは条件」である。そのような意味での信頼に媒介された関係性（ソーシャル・キャピタ

ル）の多寡・格差がキー・コンピテンシーの形成の格差に帰結する。 

 このような接近は、概ね首肯し得る。基本的信頼が人間存在そのもの、あるいは人格の安定性と密

接に関わることからすると、「信頼に媒介された関係性」が存在することによって能動的な行為および

経験、さらにはそれらを通した学習が成立しやすくなるという連関は成り立つように思われる。移行

過程の媒介としてソーシャル・キャピタルの重要性が増しているとひとまず言える。 
 
（2）移行過程におけるソーシャル・キャピタルの意義に関する検討課題 

 しかし、その連関の論理的な構造を考えるためには、いくつかの検討すべき課題が存在する。 

 第一に、信頼とソーシャル・キャピタルとの関連がある。ソーシャル・キャピタルを「信頼に媒介

された関係性」と言う場合、信頼が関係性の媒介項となっていることは明白である。それでは媒介項

たる信頼はどのように生成するのか。また、この理解では信頼はソーシャル・キャピタルの構成要素

であるが、要素としての信頼と全体としてのソーシャル・キャピタルとの区別をどのようにすればい

いのか。ソーシャル・キャピタルの構造と信頼との関連の解明は依然として課題であろう。 

 第二に、ソーシャル・キャピタルを関係性として把握する場合の、関係の質の評価の方法である。

一般には、「強い紐帯・弱い紐帯」、「結合型・橋渡し型」といった区別がなされている。これはソーシ

ャル・キャピタルの類型論としては意味があるかもしれないが、ここで問いたいのはソーシャル・キ

ャピタルとしてカテゴライズされる関係そのものの質、いわば本質論として見た場合の関係の特質把

握である。 

 例えば、自立の基盤としての仲間がいじめの母胎に転化することは珍しいことではない。「紐帯」は

安心の基盤であると同時に、自由を制約するものにもなりかねない。家族・学校・地域・職場のいず
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れの世界においても同様の事態が生じうるのであるが、このような両義性を持ちうる関係の特質につ

いて、整理をすることが必要であろう。 

 第三に、ソーシャル・キャピタルと能力形成の関連論理の解明がある。平塚の提起では、「キー・コ

ンピテンシー」という能力の獲得・形成はソーシャル・キャピタルの多寡に関わっているとされてい

るが、そもそもソーシャル・キャピタルと能力形成の関連はどのように考えればよいのか。状況論的

学習論は学習過程の分析方法に関する提起であり、如何なる学習であれ状況依存的であることを主張

するものである2。その視点からすると、能力形成についても、「なすことにより学ぶ」というデュー

イの地平に戻って語るのではなく、いかなる状況がいかなる能力を形成するのかという点に踏み込ん

で検討することが必要であろう。 

 第四に、制度とソーシャル・キャピタルとの関連を検討する必要がある。これは平塚の提起という

よりも、コミュニティの境界横断としての移行という定義と関わる。コミュニティの境界は、一方で

は制度によって確定されている。他方、コミュニティを当事者たちの活動に即して考える場合は、活

動の動機（目的）が境界を確定する。後者が非制度的な境界であることは言うまでもない。この二つ

の相の区分はフォーマル／インフォーマルという区分にもほぼ対応する3。 

 このように考えればコミュニティの境界は二重であろう。学校は制度であるが、同時に仲間ととも

に構成する場でもある。したがって、ソーシャル・キャピタルが移行＝境界横断の媒介項であるとす

れば、それは二重の媒介を果たしているように思われる。このような媒介構造を読み解くことも課題

となるであろう。 

 以下では、これらの課題について若干の検討を試みたい。 

 

2. ソーシャル・キャピタルと信頼 

 

（1）ソーシャル・キャピタルの結果としての信頼 

 第一の論点から確認していこう。ソーシャル・キャピタルと信頼の関連については、既にジョン・

フィールドによる批判がある4。フィールドはコールマンやパットナム、フクヤマが信頼をソーシャ

ル・キャピタルの構成要素としていることを批判し、信頼が社会的ネットワークへのアクセスの必須

要素であることを認めつつも、それはソーシャル・キャピタルの不可欠の要素というよりも結果とし

て扱われるべきであると主張している。信頼自体が独立に変動する要素であるからである。経済シス

テムや制度への信頼は、ソーシャル・キャピタルとは相対的に独自に規定されることを考えれば（パ

フォーマンスの安定性や技術的合理性、権力の正統性等）、このような批判も成立する。そのように見

れば、ソーシャル・キャピタルは信頼を高める諸要因の一つとして扱われることになる。 

 筆者も、信頼はソーシャル・キャピタルの帰結として理解したほうがよいと考えているが、それは

信頼といっても論者によってその内実は多様であり、その多様性を捨象してソーシャル・キャピタル
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概念を構成しても理論的な生産性は高まらないからである。一般に信頼は、予期した事柄が実現する

蓋然性の高さを意味している。蓋然性の高さは、さしあたり、規則や監視など諸個人にとって外的な

要因、自己利益を最大化するための客観的合理性という外的かつ内的要因、道徳性のような内的要因

に基づいて与えられると言える。例えば、コールマンは合理的選択論（＝自己利益の最大化戦略をと

る主体）を基礎に置きつつ、選択の社会的文脈依存性を強調し、閉鎖的な社会構造が有する規範（例

えば逸脱者へのサンクション）に信頼の根拠を置いている。この側面を強調すれば、主体間に直接的

な信頼は成立せず、社会構造に対する信頼を媒介にして他者への信頼が生成することになる。これに

対し、フクヤマはコミュニタリアニズムに立脚し、コミュニティの精神を共有する諸個人の間の信頼

に焦点を当てている。両者の間では信頼の内実は異なるというべきであろう。 

 また、信頼の質的区分に関しては、アスレイナーによる戦略的信頼と道徳的信頼、および特定化信

頼と普遍化信頼の区別がある5。アスレイナーによれば、特定化信頼は、仲間や「自分と似た人に対す

る信頼」とされ、普遍化信頼は自分と異質な他者、見知らぬ他者に対する信頼であり、彼らも「自分

と同じ道徳的コミュニティにいる」ので基本的価値を共有するという信念に基づく信頼とされる。戦

略的信頼は、特定の集団や人の行動予想に基づく信頼であり、コールマンの言う閉鎖構造における信

頼と同種の論理構造をもっている。道徳的信頼は、たいていの人は基本的に自分と同じ道徳的価値観

を共有しているという信念に基づく信頼である。しかしながら、アスレイナー自身が指摘するように、

それらの連続性は自明ではなく、特に重要とされる普遍化信頼が生成・発展する条件と論理について

も機序は明らかではない。 

 このような状況をみれば、仮に信頼をソーシャル・キャピタルの構成要素とする場合でも、少なく

ともいかなる信頼がどのような種類のソーシャル・キャピタルを構成するのか（例えば、特定化信頼

は結合型ソーシャル・キャピタルを構成する、等々）を限定的に述べることが求められるはずである。

しかし、そのような検討を進めようとすると、今度はあるタイプの信頼が何故、どのように生ずるの

かは不問に付されるか、ソーシャル・キャピタル概念に外在的に与えられる可能性が高い。このよう

な理論的一貫性の欠如は、信頼をソーシャル・キャピタル概念の構成要素とするという出発点に起因

するように思われる。そうであれば、信頼はソーシャル・キャピタルの帰結として理解し、いかなる

ソーシャル・キャピタルがいかなる信頼の生成・発展にどのように影響を及ぼすのかを問うほうが理

論的な整合性が高くなるのではなかろうか。 

 問いをそのように立てると、信頼概念を含まないソーシャル・キャピタルとは何かが問われること

になるが、規範の構造・社会関係の質、そしてそれらを生みだす活動の質に即してそれを理解するこ

とは可能であろう。上述の簡単な参照からもわかるように、信頼の種差が生ずる理由は主体と社会シ

ステムの関連を理解する方法（社会モデル）の差異にある。戦略的信頼は近代経済人モデルのように

合理的戦略を採る主体からなる社会を想定している。道徳的・普遍的信頼は道徳的コミュニティの共

通性を有する社会を想定している。つまり、これらの種差は主体の社会的性格、行為の原理、規範の
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社会的基盤に分節化され得る構造の差異を反映している。そうであれば、この点を手がかりにして、

信頼概念を規定する構造をソーシャル・キャピタルとして把握することは可能であろう。 

 

（2）信頼の存立構造と発展過程 

 以上で確認したように、信頼をソーシャル・キャピタルの構成要素として位置づけるためには乗り

越えるべき課題があり、筆者は現時点ではフィールドのいうように、それは構成要素ではなく帰結と

して理解したほうがよいと考えている。しかし、信頼の有無・高低が移行過程支援を含む支援実践に

おいて重視されるべき要因であることは事実であり、また他者・自己への信頼を高めることが実践課

題になることも容易に確認できる。したがって移行過程支援実践としての教育実践を念頭に置いた場

合に、信頼（ここでは他者・自己への信頼に限定）は、ソーシャル・キャピタルの帰結であるとして

も、信頼は捨象してよい要素ではなく、むしろソーシャル・キャピタルとの関連も含めた＜信頼―ソ

ーシャル・キャピタル＞の総体を把握することが実践上、したがってまた理論的にも求められる。 

 そのためにはまず、信頼の構造と発展形態について暫定的な整理をしておく必要がある。先にアス

レイナーによる特定化信頼と普遍化信頼の区別を確認したが、この区別の形式自体は実践的な見地か

ら見ても有効である。居場所的な集団の中で仲間への信頼が形成されることは多くの実践で確認でき

るが、それが直ちに不特定の他者あるいは社会への信頼に連続するとは言えないこともまた容易に確

認できる事実である。とりわけ、排除された経験を有する場合は、自らを排除した社会を再度信頼す

ることは容易ではない。したがって、特定化信頼と普遍化信頼の間には、何らかの壁が存在すると言

える。 

しかし、社会的に排除された若者の移行支援などの実践では、その壁をどのように乗り越えるのか

が焦点になっている。ここでいう「社会への信頼」とは、既存の社会を無批判に受容し適応すること

を意味するのではなく、適切な批判によって社会を変えることができること、あるいは他者とともに

（協同で）自己の存在の安定化や発展を実現できる社会であること等の了解がその内実である6。その

ような実践的な要請からすると、特定化信頼と普遍化信頼の壁を越える連続性を解くことが理論的な

課題となる。 

その課題に応えるには実践分析を含む実証的なデータの積み上げと分析が必要であるが、現時点で

もいくつかの仮説は考えられる。例えば、アスレイナーによるもう一つの信頼区分、すなわち戦略的

信頼と道徳的信頼の相互作用としてその検討を進める事が考えられるかもしれない。とはいえ、戦略

的信頼論が合理的選択論に基盤を置く限り、普遍化信頼の根拠となる道徳性の発達論も功利主義的な

ものに留まってしまうであろう。言い換えれば、方法論的個人主義に立脚する限り、相互の不信を前

提にした戦略的信頼論の枠を超えることは困難であるよう思われる。 

 この点に関わって、筆者はかつて生活記録実践に即して、由里洋子によってなされた仲間への信頼

感と不特定多数への信頼感の区別と関連を確認した7。そこでの信頼の基盤は、表現したことを「受け
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止めてもらえる」という見通しにあり、その根拠は問題＝矛盾の共有にある。特定の他者への信頼は、

自助グループのように個別経験の同質性を確認することによって生ずる矛盾の共有であり、不特定の

他者への信頼は、学習によって形成された教養に基づいて他者の抱える矛盾を理解することが根拠で

あった。つまり、信頼の根底には同じ社会を生きる者として抱える矛盾がある。浦河べてるの家の言

葉を借りれば、「弱さ」が絆になるのであるが、お互いの「弱さ」（生きづらさ）への共感と理解の深

まりが連帯感に支えられた信頼を生みだすと言える。このような信頼論に基づくことにより、特定の

他者への信頼から不特定の他者への信頼は連続的な発展過程としてとらえることができるのではなか

ろうか。生きづらさ自体が普遍性を有するが故に、個別経験の理解の深まりが普遍的な信頼を導く契

機になる。このような一連の理解の深まりが道徳性の発達をもたらす。 

 但し、このように理解される信頼は、先に言及した基本的信頼とは区別されねばならない。基本的

信頼は「他者との関係において存在する自己」という自己の存在構造そのものの安定性に密接に関わ

る概念である。この信頼が形成されなかったり破壊された場合は、J.L.ハーマンが『心的外傷と回復』

で指摘したような様々な精神症状が現れることになる。したがって基本的信頼が破壊された場合には、

治療を含む臨床的対応（１対１の対応を含む個別的ケア等）が不可欠である。そのうえで、基本的信

頼の回復が自己の回復の過程である限り、それは社会との「和解」8を見通してなされる必要がある。

すなわち、特定の他者（仲間）への信頼から不特定の他者（社会）への信頼の回路が開かれている場

で、その回路との連続性を見通しつつ、援助がなされることが不可欠であろう9。 

 以上のように、信頼そのものについては、自己の存在に関わり他者関係の展開を支える基盤に位置

する基本的信頼、同質的であることを特徴とする特定の他者に対する信頼、異質性を前提とした不特

定の他者に対する信頼の三層を区別しつつ、その総体として理解する必要がある。その上で、次には

ソーシャル・キャピタル概念との統合が問題となるのであるが、その検討のために信頼を生みだす基

盤としてのソーシャル・キャピタル概念について再度、吟味し、その後にその批判的展開としての試

論を提示したい。 

 

3.ソーシャル・キャピタルからケイパビリティ・アプローチへ 

 

（1）ソーシャル・キャピタルと正義 

 コールマンとは相対的に異なる論理でソーシャル・キャピタルと信頼との関連を問うたのがパット

ナムである。周知のようにパットナムはトクヴィルの論理を高く評価し、自身のソーシャル・キャピ

タル論の基盤にしている。とりわけ市民共同体への着目には注意すべきであろう。パットナムは、ト

クヴィルに依拠しつつ、市民共同体において市民性（シティズンシップ）が涵養され、互酬性と協力

という水平的関係が発展するという。それはまた協力と互酬性に加え、連帯や公共心といった「心の

習慣」の形成にも結び付くと理解されている10。 
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 つまり、規範・道徳性を協同性との関連で問うことによって、自発的結社や回転信用組合等の活動

の副産物としてソーシャル・キャピタルが形成されることをパットナムは主張した。信頼をソーシャ

ル・キャピタル概念に含めることへの批判はこれまでに述べたとおりであるし、その議論にコミュニ

タリアン的な側面が含まれていることも周知のことであろう。しかし、ここでは協同性とソーシャル・

キャピタルが連続的にとらえられていることに注目しておきたい。 

 さらに、コミン & ケアリーは、このような立論を見るとパットナムの議論が「キャピタル」とい

う概念で総括されてはいるものの、実質的には社会の構成原理としての規範や正義に焦点があると評

価している11。シティズンシップに象徴されるように、パットナムのソーシャル・キャピタル論は現

存の社会関係を構成し支える基底的な位置と価値を議論しているというのが、彼らの理解である。彼

らはソーシャル・キャピタル論を正義論として読み替える可能性を探究していると言って良い。 

同時に、それがパットナム批判の焦点でもある。すなわち、パットナムにおける規範分析は責任性

（responsiveness）と効率性（efficiency）に限定されており、正義と平等はソーシャル・キャピタル

概念の構成上、無視されていると言う12。規範を問題にするにも関わらず、その内容に問題があると

いう指摘であるが、彼らは、その背景にパットナムがコミュニティや協同を（経済成長等のパフォー

マンスのための）道具という視点から論じていることがあり、社会を構成する基盤に位置するものと

してソーシャル・キャピタルを理解すれば、道具的視点や「資本」としての概念化を乗り越えていく

ことになるという。筆者も、この点にこそパットナムがソーシャル・キャピタルを「キャピタル」と

して総括する原因があることに同意するが13、協同の位置づけと評価については後に改めて言及する。 

 以上のような理解に立って、コミン & ケアリーは、ソーシャル・キャピタル論を正義論として成

就させるためには、ロールズの正義論を拡張したセンの議論を補う必要があるという。センは、自由

の道具的役割と構成的役割を区別し、後者は発展・開発の目的を構成すると主張している14が、そこ

での自由は同時に、開発が正義に適うか否かを判断するための材料でもある。正義を検討するために

求めるべき情報（情報空間：informational space）を基本財（ロールズ）でも効用（功利主義）でも

なく、ケイパビリティ・機能に拡張したセンの議論は、ソーシャル・キャピタル論との接合の可能性

が高いように見える。「パットナムは資本ではなく、ケイパビリティの一種に言及している」というの

が彼らの結論の一つである。 

 確かに、両者を重ね合わせた上に浮かび上がる地平がソーシャル・キャピタル論の批判的展開のた

めには必要であろう。もちろん、センのケイパビリティ論とソーシャル・キャピタル概念は完全に、

あるいは直接には重ならない。センの正義論は「本質的（Substantial）自由」15の実現に焦点が当て

られているが、それは代替的な機能ベクトルの集合としてのケイパビリティ（「ある人が価値あると考

える生活を選ぶ真の自由−潜在能力−」）の豊かさによって保障されるのであり、代替的な機能を選ぶた

めには、経済的条件のみならず教育機会や参政権などの民主的権利等の拡充がなされていなくてはな

らない。つまり、ケイパビリティの保障のためには「人間の安全保障」のための政策的制度的介入が
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求められる。このような論理は、これまで主としてインフォーマルな領域でソーシャル・キャピタル

が論じられていたことを考えると、ソーシャル・キャピタル論の領域を超えて構成されていると言え

る。しかし、ここでの焦点は、制度・政策的介入を規定する社会規範としての正義にある。それがイ

ンフォーマルな次元でいかに生成するのかを問うことで、両者の関連が得られるであろう。 

 以上のような区別の側面に鑑みれば、筆者は両者の存立次元を区別した上で、ソーシャル・キャピ

タルと正義との関連を問う必要があると考える。それはケイパビリティの保障を求めるような正義の

生成を見通すことが移行過程支援の実践との関連においては必要であるからでもある。そうすると、

先の信頼論と併せて＜信頼−正義[ケイパビリティの向上]−ソーシャル・キャピタル＞という三項連結

が得られる。先に、信頼は予期や期待の実現に関する蓋然性の高さであると述べたが、その蓋然性の

高さは正義あるいは共通の正義感覚の存在によって高まる。そしてセンの正義論を前提にすれば、ケ

イパビリティを高める一つの要因としてソーシャル・キャピタルを位置づけることができる16。その

関連を逆から読めば、ソーシャル・キャピタルが生成させる正義が、ケイパビリティを高めるような

制度・政策対応を含む社会的実践を産出すると言える。 
 
（２）ケイパビリティ論の課題 
 以上の三項連結を踏まえると、次の課題は正義の生成論理あるいは存立構造をソーシャル・キャピ

タル論との関連で理解することである。正義が実現する社会的条件を問うことと言ってもよい。もと

よりケイパビリティ論は開発政策の批判と代替的方向性（「人間の安全保障」）を示すことが主題であ

るが、それでも政策が様々な社会状況において自由のシステム的連関を実践的に産出するためのもの

であるならば、さらに踏み込んで実践内在的な正義概念の形成論理を探究する必要がある。 

 しかし、合理的選択論を基盤にしたソーシャル・キャピタル論を出発点に置くと、アトミスティッ

クな個人を前提とした自由と平等が語られるに留まるであろう。そこにはケイパビリティを高めるこ

ととして自由や平等を理解するセンの議論との連続性は見出し難い。他方、正義の生成についてセン

の提起に即して見ても、管見の限りでは、参加とそれに基づく公共的討議、それらを保証する教育に

委ねられるとする以上の論理は見出せていない17。ここにはソーシャル・キャピタル論との接点は見

出しがたい。それでは、ケイパビリティ論とソーシャル・キャピタル論を関連づけるための課題をど

のように考えればよいのか。 

 再度、コミン & ケアリーを参照すると、これまでの彼らの提起から次のような手がかりを得るこ

とができる。 

１）ソーシャル・キャピタルとして議論されてきた対象は、資本というよりは何らかの社会的な「可

能性」（ケイパビリティ）であるとしても、ケイパビリティとソーシャル・キャピタルを直接、重ね合

わせることは難しいという小論の視点からすると、彼らが指摘する「可能性」そのものについて限定

的に理解する必要がある。ケイパビリティは個人の有する本質的自由であることからすれば、ここで

の「可能性」をひとまず諸個人の有する可能性として理解しよう。そのように考えれば、可能性を能
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力概念との関連で検討することが一つの課題となる。つまり、ソーシャル・キャピタルは如何に能力

を高めるのかという問いが、正義とソーシャル・キャピタルとの関連を検討するための一つの手がか

りになる。 

２）但し、個人を単位とすることについて、コミン & ケアリーは慎重であったが、その背後にはセ

ンのケイパビリティ・アプローチが個人主義の枠内にあるという批判の存在がある。彼らはそうした

批判には単純に同調していないが、そこではセンの主体概念の評価が論点になっている。この点は正

義とソーシャル・キャピタルの関連を問う場合でも重要である。既に言及したように、ソーシャル・

キャピタルの種差は論者の社会モデル、つまりは主体像の差異を反映している。したがって、主体の

存立構造について確認することが、もう一つの手がかりを与えるであろう。 

３）以上に付随して、関係の質が第三の手がかりになる。センは正義に関する自身のスタンスに関し

て、「正義の観念が一番大きな意味を持つのは、世界が正確にどのようにあるべきかについて何か現存

する方式を考案することよりも、明白な不正義が何であるかを明らかにするときである」と述べてい

る18。何が不正義かを議論するために「評価の情報ベースを正しく理解すること」が重要であるとい

う。この論点も小論では保留せざるを得ないが、ケイパビリティが欠如する状態（貧困）を不正義と

して認識し、それを是正しようとするならば、何故欠如が生じたのかを分析することが必要であろう。

そのためには、エンタイトルメントの不平等な配分や参加の実質的制限等々が何故生ずるのかを分析

するための枠組みを検討しなければならない。ソーシャル・キャピタル論には社会的排除への対抗可

能性の解明という期待も寄せられているが、同時に「結合型」の抽出に示されるように、ソーシャル・

キャピタルが排除性を持つ可能性についても既に理論的に確認されている。このような状況に鑑みれ

ば、正義とソーシャル・キャピタルの関連は、各々の次元を構成する関係の質に即して検討する必要

がある。 

 以上の手がかりは、小論の冒頭に掲げた第二・三・四の論点とも重なる。小論では必ずしも結論を

出すまでには至らないものの、それらの論点を深めることを次に試みたい。 
 
４．主体・能力・関係 
 
（1）センの主体概念の意義 

 第一に、センは「倫理的個人主義」であるという評価について確認しておこう。確かに、センは個

人の自由を開発・発展の目的・指標として強調するが、周知のようにそれが社会的に産出されるもの

であることに一層の強調点がある19。このような理解は、開発主義的な独裁国家による抑圧への批判

として実践的意義を有し、理論的にも個人と社会の二元論を乗り越える可能性を有する提起として注

目しうる。センは次のように述べ、個人の自由と公共政策の発展の双方向的な関連を指摘している。 

「これらの能力（−capabilities：引用者注）は公共政策によって向上させることができるが、その

一方で公共政策の方向は、一般大衆の参加能力（participatory capabilities：引用者注）の有効な
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活用によって影響され得るのである。」20 

 この理解の背後にあるのが、能動的主体としての個人である。 

「われわれが大切にしたいという理由のある自由の拡大は、暮らしをより豊かで束縛の少ないもの

にするだけでない。それは私たちが社会的により完全な人間になることを可能にしてくれるのであ

る。自分自身の意志の力を行使し、生きる世界と相互作用しあい、その世界に影響を与えるという

ことである」21 

 そのような人間は「エージェント」と呼ばれ、世界に影響を与える能力（ability）を有し、行動し、

変化をもたらすとされている。センがここで描いているのは、諸個人を主体とする自由のシステム的

連関と言って良い。その連関を産出する主体（＝自由な存在）としての個人を目的・指標とすること

によって、同時に社会の構造が審判されることを考えれば、個人主義という評価は当たらない。むし

ろ、センの議論は、システムを形成する根源的主体の解放論として読み込む可能性を与えていると評

価すべきであろう。 

 このような理解が成り立つとすれば、不正義は根源的主体がその位置を喪失し、自立したシステム

の構成要素、あるいは従属変数として位置づけられることにある。逆に、正義は諸個人が根源的主体

としての実質を、当該社会の歴史的条件に応じて回復することにある。ソーシャル・キャピタルは、

根源的主体（センにならえばエージェント）の形成・発展・回復を伴うものとして概念化されること

が必要であろう。 

 

（2）媒介項の矛盾把握 

 次に関係の質の問題に移ろう。ケイパビリティ論では、選択の自由を保障する選択肢や代替的機能

ベクトルの多寡が問題とされる。その上で、政治的・市民的自由などの道具的な自由が有する意義に

ついてもケイパビリティの欠如としての貧困との関連で言及されているが、貧困線をめぐる攻防局面

のみならず、貧困に至る過程と論理、および貧困から脱出し主体（エージェント）としての個人が確

立していく過程と論理に関心を寄せるなら、関係の有無や多寡という問いだけでは不十分である。例

えば、教育の機会が保障されていても、その教育によって排除され選別されることは周知の通りであ

るし、参加という同意調達メカニズムにより権力が正当化され、場合によっては強化されることもあ

り得る。 

 そのような関心からすれば、選択肢や関係の質を問うことが不可欠であろう。代替的機能ベクトル

の自由度は関係の質によっても規定されている。経済的諸関係においては、使用価値と価値の矛盾に

基づく二重性が生じており、公務労働や国家には市民社会内部の二重性が反映している。個人と社会

という二項の対立や分裂という現象が、広範な社会的諸関係に見られることは言うまでもない。これ

らの二重化現象が、諸個人の機能に対立と矛盾を引き起こし、場合によっては機能停止状態を引き起

こしている。コミュニケーションに即すると、関係の二重化は相反する向きのベクトルが同時に存在
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し、相互に否定しあうメッセージが一つの関係の中に併存している事態と言ってもよい。そこでそれ

ぞれのベクトルが相互に転化するようになると、様々なズレ（差異）やコンフリクト（対立・矛盾）

が生じることは避けられない。 

 さらに、学校、家庭、職場、地域、自発的団体等々の関係やそこで形成される機能が、相互に関連

して個人としての「生きづらさ」を生みだしていることを考えれば、ケイパビリティの内部構造（個々

の機会や関係の質とその相互関連の質）をも問う必要がある。おそらく二重化した諸関係が相互に関

連しあうという複雑な構造が見いだせるであろう。 

 ソーシャル・キャピタル論の場合も同様である。「強い」「弱い」という現象的区別ではなく、構造

的関連が問われねばならない。このような分析を進めれば、ケイパビリティもソーシャル・キャピタ

ルも矛盾を含みつつ存在するものとして理解することが必要であろう。この矛盾の特定ができたとき

に、それを解決する実践過程を実践内在的かつ客観的に把握することができ、先に指摘した正義の実

践的生成過程についても、分析枠が提起できるように思われる。 

 

（3）能力の構造的把握 

 第三は、能力の把握の仕方である。ケイパビリティ論では、個人の能力も社会的であることが強調

されている。 

「自分の潜在能力をどう使うかを決めるのは自分である。しかし、ある人間が実際に(たんに理論的

にあるとされるのではなく)持っている潜在能力は、社会的制度の性格にかかっている」22 

 代替的な機能の選択やそれに基づいて人生を自由に創造することを、孤立した個人としてなしえな

いことは、我々が社会的存在であることを考えれば自明である。問題は、その前提の上で、実際には

どのように選択や創造がなされるのかという点にある。この点では、ヌスバウムによるケイパビリテ

ィの区分が有益である。ヌスバウムは、ケイパビリティを基礎的ケイパビリティ（個人の生来の資質）、

内的ケイパビリティ（個人が必要な機能を実践するための十分条件）、結合的ケイパビリティ（内的ケ

イパビリティが、その機能を発揮するための適切な外的条件が成熟している状態）の３つに区分して

いる23。ヌスバウムはこのような区別を示した上で、人間の中心的ケイパビリティのリストを示し、

それらが結合的ケイパビリティとして社会的に整備されることによって、機能実現の内的・外的条件

が整うと指摘している。 

「リストに示したケイパビリティは結合的ケイパビリティでなければならないと主張することによ

って、物的社会的環境の二重の重要性、すなわち、内的ケイパビリティを訓練することと、訓練を

受けた者がそれを実現するということの重要性を主張することになる」24 

 この指摘は、諸個人の内的資質として理解されがちな能力が、実は結合的ケイパビリティに支えら

れており、個人内に存在すると見える能力は、その内的な反映、つまり内化されたものであること、

そしてそのように内的ケイパビリティが獲得されることを前提条件として、結合的ケイパビリティが
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諸個人の自由を実現する条件となることを意味している。このような関連構造を踏まえることによっ

て、いかなる結合的ケイパビリティがいかなる内的ケイパビリティを形成するのかという問いを立て

ることができる。さらに、物的社会的環境として整備されたものが、「結合的」たり得るのか否かとい

う問いを立てることも可能である。この場合の「結合的」とは、内的ケイパビリティの形成や発揮を

支えるという意味で発達保障機能を有することを意味している。この意味では「発達的ケイパビリテ

ィ」と呼ぶこともできよう25。このように理解してよいとすれば、ヌスバウムは整備されるべき環境

の質を一歩踏み込んで問うていることになる。 

 ではその内実は何か。再びセンに戻れば、諸個人は社会環境を作り出すエージェントとして理解さ

れていた。この点を踏まえると「発達的ケイパビリティ」は、エージェントの形成に結び付くもので

ある必要があるであろう。端的には、そのような主体が形成されるような何らかの学習機能が組み込

まれていることが必要である。それは単なる教育機会という意味ではなく、政治や経済や文化の実践

的な末端26でエージェントが形成されるような学習機能である。 

 ここまでの検討によって、ケイパビリティとしての能力は、少なくともヌスバウムの言う三つの相

の構造として理解する必要があり、さらにそれが内化のメカニズムを含む限り、静態的な構造ではな

く、学習という能動的な機能を内在化させた動態的構造として把握せねばならないことが確認できる。

すなわち、それは発達の可能性を内在化させた能力であり、自己媒介的な構造を有するものと言える

のであるが、その具体的形態をどのように措定すべきか。内化は注入ではなく、主体の能動性の発揮

に基づく。すなわち、行為や活動という実践の過程で内化が生ずるのであるが、そのような視点から

すると、ソーシャル・キャピタルは能力とその発揮としての活動というモメントを基軸に構成される

べきであろう。社会システムを構成する次元での活動は何らかの協同性を内在させているはずであり、

その協同の活動を通して能力も協同的に形成されると言えよう。協同の過程が学習機能を含んでいる

ことは言うまでもないが、この点については以下で言及する。 

 正義とソーシャル・キャピタルの関連については、以上のような論点を踏まえて検討する必要があ

るし、これらの論点に回答しつつ、両者の関連論理と具体的な関連形態を見出していく必要がある。

さらに、それらと信頼との関連を問うことが課題であることも既に確認したとおりである。これまで

の検討の総括を兼ねて、最後にこの課題について試論的に言及しておきたい。 

 

５．協働的活動システムとしての統合可能性：まとめにかえて 
 

 まず、以上の諸論点の関連を整理しておこう。小論の出発点は移行過程の媒介項の構造を明らかに

することにあった。ソーシャル・キャピタルは能力形成に密接に関わるという平塚の提起を受けて、

ソーシャル・キャピタルの構造を検討した結果、小論ではソーシャル・キャピタルから信頼を除外し、

その上でその両者を統合して検討することにした。信頼そのものも移行過程の媒介項として大きな役
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割を有するからである。そして、信頼を生みだす根拠に正義を置き、正義を媒介項として信頼とソー

シャル・キャピタルを統合する可能性を検討した。コミン & ケアリーを参照しつつ検討した結果、

パットナムは市民共同体への参加による規範形成に着目しており、協同と正義の関連を問う回路を開

いたが、その論理的関連は必ずしも明確ではないことを確認した。この点では、ケイパビリティを正

義の基盤とするセンのアプローチが有益な示唆を与えており、ケイパビリティ論における正義概念を

実践的な生成過程として把握すること、つまり、ソーシャル・キャピタル論の地平に引きつけて展開

することが求められる。その際には、ケイパビリティ論において切りひらかれた能力の構造論を、再

度、ソーシャル・キャピタル論の地平において展開することも必要になる。このような検討を通して、

移行過程の媒介項として＜信頼−正義−ソーシャル・キャピタル＞の三項連結を見出すことができ、そ

の構造を問うことが課題となる。 

 このような課題に応えるのは容易ではないが、暫定的な回答として、協同性の発展論を基軸におい

た移行過程媒介論を提起したい。協同性の発展については、協同蓄積論として既に本誌においても言

及した27。紙幅の都合もあり、ここでは詳細は繰り返さず小論の論点にひきつけて、その論理を要約

しておく。私的所有者としての形式的自立性が実質的に侵害されることへの異議申し立てとして協同

が生成するが、そこでの正義概念は私的所有者としての相互承認に基づく（自由・平等）。ところが共

通の目的を実現する活動が協働として展開されると、労働する主体としての相互承認が求められ、そ

こから新たな正義原理が生成する。現実の協働は、この二つの正義原理の衝突の過程である。それが

労働する主体としての正義原理が優位に立って統一されるときに、新たな所有関係としての共同が生

成する。そこでは労働する主体が協働という活動において経験してきた連帯・平等・自由が、正義の

原理として定着する。 

 この枠組みに依拠すると、上記の諸課題に対して、ひとまず以下のような回答が可能である。第一

に、信頼の基盤としての正義は協同性の発展に伴って脱構築される。協同の段階では、互いの「生き

づらさ」を共通項とし、その限りで同質な他者の間での共感が基盤になっているものの、同時に、私

的所有者としての形式的自立性に支えられた原理（＝自己責任論）が影響力をもっている。したがっ

てパットナムのいう均衡的互酬性が支配的である場合も多い。しかし協働の経験を通して活動の協働

的性格、つまり協働によってのみ生じ個人には還元できない力（能力）が確認されると、それに伴い

一般的互酬性の規範が生成する。この経験を経て、協働の主体としての自由を生みだす協働そのもの

の価値も顕在化し、協働は手段から目的に転化するが、それはセンのいうエージェント、ヌスバウム

のいう実践理性と連帯に支えられた主体が実践的に立ち現れることを意味している。それを通して、

望ましい人生を自ら創造する主体として生きることの価値が顕在化するとすれば、センの言う本質的

自由が「人生を協働的に創造する主体としての自由」という内実を伴って実践の価値に組み込まれる

と言えるからである。 

 第二に、協同性の発展に伴う正義概念の転換に伴って、信頼も同質の他者への信頼から異質な他者
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への信頼に発展する。それは一方では個人に還元できない力が自覚され、異質と思われた他者に対す

る個体主義的な理解の枠（バリアー）が撤廃されるからであるが、他方では協働を編成する過程にお

ける対話を通して、形式的自立性の背後に隠されていた個々の事情や「生きづらさ」が共有されるか

らである。つまり、相互の他者性（異質性）を規定していた内的事情を、協働における衝突を通して

より深く理解することによって、個々の特殊事情が有する普遍的性格が理解され異質な他者への信頼

も可能になる。 

 第三に、能力理解も既述のように、個体主義的な能力観から協働的に生成される能力観へと転換す

る。さらに、協働により生ずる剰余は新たな協働の社会的資源となるため、協働の再生産によって協

働的能力の社会的・蓄積的な性格が一層強まる。ケイパビリティの高まりといってもよいであろう。 

 第四に、小論では殆ど言及できなかったが、協同性の発展過程は、コミュニティの境界の二重性を

超えていく一つのパターンをも示している。現行制度は基本的に私的所有者としての市民を主体とし

て設計されている。したがって制度的コミュニティの境界は、私的所有者としての自立を前提として

設定されている。他方、そのコミュニティ内で様々な契機に基づき協同性が発展していくが、それは

インフォーマルな「コミュニティ」を形成する28。その「コミュニティ」は必ずしも私的所有者とし

ての属性に基づいて形成されるもののみではなく、例えば仲間のように相互の生活の総体性を保持で

きる主体からなるものも含んでいる。後者が協同性の発展に伴って形成されるとすると、コミュニテ

ィの二重の境界の横断過程で生ずる困難、特にフォーマルな境界に付随する制度的段差のような困難

は、協同性の発展の在り方に即して現象形態が変化するであろう。支援実践の立場からすると、協同

性の発展を支援することによって、制度的段差を連続化するような解決策を見通すことができるであ

ろう。 

 第五に、協同性の発展は、私的所有者からなる市民社会の矛盾の一つの解決過程であるが、協同自

体もまた矛盾を含みつつ展開する。しかし、この矛盾そのものが新たな能力や関係を生みだす潜在的

可能性を与えている。その可能性を実現する条件を諸個人が自ら、あるいは集団的に産出する時に、

当事者たちは文字通りの意味で自由な主体になる。 

 その過程は集団的な学習過程でもある。個別経験の普遍性を読み取り、対象化された活動の中に自

分たちの能力や課題意識の普遍性を読み取るからである。さらには私的所有者の地平から離れた新た

な価値観や世界観も協働で探究されていくであろう。 

 このように見れば、ソーシャル・キャピタルとして議論された領域における協同性の発展は、内的

ケイパビリティを高める結合ケイパビリティの核心に位置している。とりわけ協働の経験を通して諸

個人は自らの普遍性を自覚するとすれば、ケイパビリティ論が前提としていた主体は、こうして形成

されると言って良い。協働の経験の上に成立する共同は、以上のようなプロセスを含むという意味で

「人が育つコミュニティ」であり、それは自己媒介的な能力の構造が社会的に実現したものである。 

 最後に、このような協同性論と信頼論を結合することによって、移行過程における自己再構成の論
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理を構造的に分析することが可能になるように思われる。 
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